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　ボランタリー活動の推進　（県民部）36

＜2004年度の取組みの概要＞
　様々な分野でボランタリー活動＊を推進するため、かながわ県民
活動サポートセンターによる活動の場の提供などのボランタリー活
動への支援を行うとともに、かながわボランタリー活動推進基金
21による事業を実施しました。また、全国初の試みとして、公募
のＮＰＯ＊などによる県の事業評価を試行しました。今後、県とＮ
ＰＯなどが対等な立場でパートナーシップを組み、拡大し多様化す
る県民ニーズに対応するため、職員一人ひとりが共通認識として理
解すべき事項について基本的な考え方を整理した「ＮＰＯ等との協
働推進指針」を2004年 10月に策定し、ＮＰＯなどとの協働を
より一層積極的に推進することとしました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
ボランタリー活動の支援とＮＰＯなどとの協働・連携の取組みの充実

　神奈川では、先駆性、専門性や行動力を持った多彩なＮＰＯなどが、公的サービスの提供や県民のくらしを豊
かにするための公益を目的とした主体的な活動（ボランタリー活動）に活発に取り組んでおり、県内でボランタ
リー活動を行う団体は約6,000団体（2005年 1月現在、かながわ県民活動サポートセンターの把握による）、
県認証の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）は、1,269団体（2004年度末現在）となっています。
　ボランタリー活動を支援するため、かながわ県民活動サポートセンターでは、活動の場や情報の提供、相談
を行うほか、利用団体間の交流を促進しており、2004年度は約 38万 5千人の利用がありました。また、
2004年度末現在で、市民活動支援施設が13市１町で開設されており、地域におけるボランタリー活動の場
も充実してきています。さらに、これまでの個別の活動への支援に加え、ＮＰＯ間のネットワークづくりを進め
るため、かながわ県民活動サポートセンターでは、2004年度から新たに利用団体のネットワークづくり支援
にも取り組んでいます。
　また、拡大し多様化する県民ニーズや県が単独で解決することが困難な課題にきめ細かく応えるためには、県
とＮＰＯなどが協働し、各々の特性や資源を生かしあって事業に取り組むことが重要です。既に、かながわボラ
ンタリー活動推進基金21によるＮＰＯなどからの提案に基づく協働事業などを実施していますが、今後は、県
が抱える課題などについて、ＮＰＯなどとの協働により解決を図るため、県からＮＰＯなどへの提案に基づき実
施する協働事業についても、県とＮＰＯなどが対等な立場でパートナーシップを組んで進めていく必要がありま
す。

＜今後の対応方向＞　
　ＮＰＯなどとの協働・連携の取組みの充実に向け、協働の文化を育てていくとともに、かながわボランタリー
活動推進基金21によるＮＰＯなどからの提案による協働事業や、ＮＰＯなどによる県の事業評価を引き続き実
施していきます。さらに、県からＮＰＯなどへ対等な立場で進める協働事業を提案する県提案型協働事業を新た
に実施します。
　また、ボランタリー活動が一層活発になるよう、かながわ県民活動サポートセンターにおいて、活動の場や情
報の提供、相談の実施、利用団体間の交流促進やネットワークづくり支援など、ボランタリー活動の支援に引き
続き取り組みます。

◆ＮＰＯ協働推進室　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kenminsomu/npo.htm
◆かながわ県民活動サポートセンター　http://www.kvsc.pref.kanagawa.jp/index.html
◆内閣府国民生活局市民活動促進課　http://www.npo-homepage.go.jp/

協働フォーラム
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　文化芸術・スポーツを楽しむ環境づくり　（県民部）37

＜2004年度の取組みの概要＞
　県民が身近な場で優れた文化芸術に触れられるよう、文化芸術団体
への支援を行うとともに、伝統芸能をはじめとする様々な文化芸術事
業を行いました。あわせて、県民が自らも文化芸術活動や学習に取り
組むことができるよう、文化芸術人材の育成や情報提供にも取り組み
ました。
　また、誰もが身近なところでスポーツ活動ができるよう、総合型地
域スポーツクラブを育成・支援するとともに、3033運動＊や子ども
の外遊びの習慣化などを通じた健康・体力つくりに取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞

　平成16年度県民ニーズ調査によると、2003年 10月から2004年９月までの１年間に音楽会や美術館などで芸
術鑑賞を一度も行っていないと答えた人の割合は54.3％、また、「スポーツをほとんどしない」と答えた人の割合は
57.0％となっており、この数字は、文化芸術鑑賞・活動、スポーツ活動が県民の間で盛んに行われているとは言えない
現状にあることを表していると思われます。
　こうした状況にとどまっている理由としては、文化芸術鑑賞・活動については、入場料や受講料が高いこと、身近に楽
しめる場がないことなどにより、優れた文化芸術に触れる機会が少ないことが考えられます。また、スポーツについては、
仕事などの忙しさのため、スポーツ活動の時間や機会を確保することが難しい状態にあることなどが考えられます。
　このため、民間、市町村などと連携して、身近な場において気軽に文化芸術鑑賞・活動やスポーツ活動を楽しむこと
のできる環境づくりや機会の拡充を進める必要があります。

平成16年度県民ニーズ調査結果

＜今後の対応方向＞　
　そこで、優れた文化芸術を創造する団体や、県民が主体的に行う文化芸術活動への支援を強化するとともに、県民ホール、
県立音楽堂など県立の文化施設全般について、現状を踏まえた再整備に取り組むことにより、身近な場において気軽に文
化芸術鑑賞や活動をする機会の拡充を図ります。また、3033運動の普及などを通じた啓発活動の一層の推進を図るとと
もに、いつでも、どこでも、誰でも、いつまでも、運動やスポーツに親しむことができる環境づくりなどに取り組みます。

◆ 神奈川芸術文化財団（県民ホール、県立音楽堂の公演情報を中心とした舞台芸術や美術に関わる情報）
　http://www.kanagawa-arts.or.jp/
◆生涯学習情報システム「PLANETかながわ」　http://www.planet.pref.kanagawa.jp/
◆3033運動（県立体育センターホームページ）
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/40/4317/3033undo/3033.htm

【目標】 1年間に芸術鑑賞を行った延べ人数 
（10歳以上）（単年度）

【目標】成人の週1回以上のスポーツ実施率

　2001年度の1年間に芸術鑑賞を行った延べ人数（8,566千
人）を「社会生活基本調査」（総務省）における過去５年間の伸
び率が年率約１％であることを踏まえ、2006年度までに約５％
上昇させ、8,900千人にすることを目標値として設定しました。

　20歳以上の県民に対する「県民の体力・スポーツに関する調査」
により把握した2002年度のスポーツ実施率37％を、毎年１％
上昇させ、2006年度までに41％にすることを目標値として設
定しました。

（目標） （単位：千人）（実績）
2004
ー

2001
8,566

2005
ー

2006
8,900

（目標） （単位：％）（実績）
2004
ー

2002
37

2005
ー

2006
41
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４回

1.3
無回答

0% 20% 40%
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その他
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Arts Fusion 2004 in KANAGAWA
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＜事業の取組み状況＞

※１　県内の舞台芸術の公演回数… 年度別目標の計画値は、（社）日本芸能実演家団体協議会が出版する白書の結果を用いていましたが、休
刊となったことから、県として文化芸術鑑賞機会の提供状況をより詳細に把握することとしました。今後
は、県が独自に調査した結果をもって実績に替えることとします。なお、計画と実績の数値の性格が異な
ることから、進捗率は省略します。
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　男女共同参画の推進　（県民部）38

＜2004年度の取組みの概要＞
　就業分野における男女共同参画を促進するため、男女共同参画推
進条例に基づく事業者からの推進状況に関する届出を受けるととも
に、職場環境の改善に向けた講座を開催するなどの啓発を行いまし
た。
　また、配偶者などからの暴力被害者を支援するため、配偶者暴力
相談支援センターでの的確な対応に努めるとともに、一時保護施設
の拡充、市町村や民間シェルターなどの関係職員に対する研修、人
材養成などに取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】男女平等と感じている人の割合

　平成16年度県民ニーズ調査において、「男女の地位は平等であると思う」人の割合は、学校教育においては
前回比13ポイント減の48.6％、家庭においては同9.7 ポイント増の36.4％、職場においては同6.6 ポイン
ト増の20.5％、社会通念においては同7.4 ポイント増の16.2％でした。男女平等と感じている人の割合は、
学校教育の分野では減少していますが、その他の分野では増加しています。なお、学校教育の分野では13ポイ
ント減少していますが、不平等と感じている人の割合は増加しておらず、わからないと感じている人の割合が、
同程度、増加しています。
　一方、配偶者などからの暴力に関する相談や配偶者暴力防止法に基づく一時保護の2003年度の件数は、
2002年度と比べていずれも急増しました。2004年度は、相談件数3,938件、一時保護件数は408件とい
ずれも前年度と同水準で推移しており、女性への暴力は依然として大きな課題となっています。
　このため、男女共同参画社会の実現に向けた普及・啓発を進めるとともに、配偶者などからの暴力の根絶に向
けて、改正配偶者暴力防止法の周知、被害者への支援をさらに充実する必要があります。

＜今後の対応方向＞　
　県では、男女のあらゆる分野への参画を促進するため、男女の平等な雇用環境の整備に向けた事業者への啓発
を行うとともに、女性の起業などへのチャレンジを支援するなど、各種取組みの充実・強化を図ることとしてい
ます。
　また、2005年度に配偶者からの暴力の防止と被害者の保護に関する基本計画を策定し、被害者の支援の充
実に取り組みます。

◆人権男女共同参画課のホームページ　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/jinkendanjo/index.htm
◆配偶者暴力相談支援センターホームページ
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/jinkendanjo/dvsien.htm
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　男女平等と感じている人の割合を、
学校教育、家庭生活、職場、社会通
念の各分野において、2006年度ま
でにそれぞれ５％程度上昇させるこ
とを目標値として設定しました。

女性起業家入門講座（かながわ女性センター）
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※１　女性管理職… ここでは、男女共同参画推進条例に基づく事業所の届出の中で、部長相当及び課長相当の職に就いている女性を対象とし
ています。
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　外国籍県民とともにくらす地域社会づくり　（県民部）39

＜2004年度の取組みの概要＞
　外国籍県民が生活に不便を感じることが少なく、住みやすさが実
感できるよう、外国籍県民のための通訳、相談人材の育成や多言語
による情報提供に取り組みました。また、地球市民かながわプラザ
において「みんなで育てる多文化共生」をテーマとしたフェスティ
バル「あーすフェスタかながわ」を実施するなど、多様な文化や民
族の違いを理解し、認め合いながら、外国籍県民とともにくらす地
域社会づくりに取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
地域の住みやすさを感じる外国籍県民の割合の増加

　県には、152,273人（2004年 12月末現在）の外国籍県民がくらしています。これは、10年前に比べて
約４万９千人の増加（約1.5 倍）で、県民の約57人に1人が外国籍の県民となっています。このうち永住や
定住などの在留資格を持ち、県内に生活の基盤を有し定住している外国籍県民は、92,493人（2003年 12
月末現在）で、約10年前に比べて約２万人の増加（約1.3 倍）となっており、その出身も150を超える国や
地域となっています。
　また、かながわ自治体の国際政策研究会の調査によると、県では、約400（2003年 1月現在）のＮＧＯ＊・
ＮＰＯ＊などの団体が国際交流・協力、外国籍県民支援などを行っています。
　一方、平成16年度県民ニーズ調査では、「地域で外国籍県民が安心してくらせること」が重要であると考え
る人の割合が41.0%にとどまっているなど、多様な価値観や文化の違いを理解し尊重しあうという意識が、ま
だ十分に浸透していない状況にあることがうかがえます。
　さらに、外国籍県民かながわ会議第３期最終報告（2004年 10月）では、生活の基本となる福祉、医療、教育、
すまいなどに関する外国籍県民が抱えている問題は、より専門的かつ、複雑化してきていることから、外国籍県
民が日本の制度やルールを知り、日本人と共生しながら安心して豊かな生活を営むうえで、より一層の情報提供
や相談体制の充実が大変重要であることなどが提言されています。
　このため、外国籍県民が生活に不便を感じることなく、住みやすさを実感できるよう、外国籍県民を地域で受
け入れる体制を整備し、外国籍県民と共に生きる地域社会を築いていくことが求められています。

＜今後の対応方向＞　
　そこで、外国籍県民がくらしやすい地域社会づくりに向けて、福祉、医療、教育、すまいなど、生活支援を行
うための通訳・相談人材の育成を推進するとともに、多言語による情報提供の充実に取り組みます。
　また、地球市民かながわプラザにおいて、外国籍県民やＮＧＯ・ＮＰＯなどとの協働・連携による「あーすフェ
スタかながわ」などのイベントの開催や、体験的な国際理解教育を実施するための校外学習の受入れなど、一人
ひとりが多様な文化や民族の違いを理解し、認め合うための取組みを推進します。

◆神奈川県の国際政策　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kokusai/seisaku/seisaku.htm
◆神奈川県立地球市民かながわプラザ　http://www.k-i-a.or.jp/plaza/
◆（財）神奈川県国際交流協会　http://www.k-i-a.or.jp/
◆あーすフェスタかながわ　http://www.k-i-a.or.jp/earthfesta/

あーすフェスタかながわ2004
オープニングイベント
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　電子自治体の推進　（企画部）

　県への申請・届出のうち、窓口持参などから電子
的に行われる手続きに変更できると見込まれる年間
件数に、手続きごとに県民が節約できると想定され
る時間をかけて算出した値の合計を目標値として設
定しました。

2006 年度目標
243,000 時間

2005 年度目標
48,000 時間

＜2004年度の取組みの概要＞
　県民が県や市町村の窓口に行かなくても原則として２４時間
３６５日、自宅や職場からインターネットを利用して、手続きをし
たり、行政情報を得ることができる環境を整えるために、電子申請・
届出システム、公共施設利用予約システム、電子入札システムの開
発とこれらのシステムの共通の基盤となる共同運営センターの構築
を市町村と共同で取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 電子申請などにより県民が節約できる時間数 

（2004年度は目標なし）

　「平成16年情報通信に関する現状報告」（総務省）によると、県内のインターネット人口普及率は60.5%、
ブロードバンド契約数世帯比は37.3%といずれも都道府県レベルでは全国２位となっており、県内では高速な
インターネット環境が急速に普及しています。
　こうした中で、平成16年度に県が実施した県民ニーズ調査によれば、今後10年くらいの間に神奈川がどう
なっていくかについて、「そう思う」か「そう思わない」かを尋ねた結果、「インターネットを通じて行政情報を
得たり、県や市町村のサービスが受けられるようになっている」に「そう思う」との回答が７割に達し、提示し
た30の質問項目の中では最も比率が高くなりました。特に20歳代、30歳代の女性では「そう思う」との回
答が９割を超えており、若い世代を中心に行政からの電子サービスの提供への期待が高まっています。
　このため、県内のどの地域においても同じようにインターネットを利用したサービスを受けられるようにする
とともに、多くの若い世代の県民が利用できる行政サービスの提供に取り組む必要があります。
　また、個人情報保護の観点からセキュリティの高いネットワークやシステムを情報バリアフリーに配慮して構
築する必要があります。

＜今後の対応方向＞　
　そこで、県では、県内で均一のサービスの提供ができる仕組みの実現に向けて神奈川県市町村電子自治体共同
運営協議会を設置し（2004年 9月）、県内の市町村と共同で電子自治体の推進に取り組んでいます。今後は、
申請・届出、施設利用申込等手続、入札手続の電子化を順次開始します。
　また、公金の電子納付の基盤整備に取り組みます。
　さらに、電子自治体の推進に当たっては、神奈川県情報セキュリティポリシーに基づき県の所有する情報資産
に対して総合的なセキュリティ対策を実施するとともに、神奈川県情報バリアフリーガイドラインなどに基づき、
神奈川県が提供するホームページなどについて、誰もが利用しやすい環境づくりの推進に取り組みます。

電子申請・届出システムイメージ図

40
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